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大規模な再エネ電源投資を確実に
完遂するための制度のあり方について

資料７



⚫ 政府全体のGX実現に向けた議論では、2050年カーボンニュートラルの実現、グリーントランスフォーメーションの
加速に向けて、投資回収の予見性が立てづらい脱炭素電源投資を促進することの重要性が指摘されている。
とりわけ、８月27日に開催された第12回GX実行会議においては、次の点が指摘されている。

➢ 大型電源については投資額が大きく、総事業期間も⾧期間となるため、収入・費用の変動リスクが大きく、
それらを合理的に見積もるには限界がある。

➢ 事業者の予見可能性を高めるには、このようなリスクに対応するための事業環境整備を進める必要がある。

⚫ こうした点を踏まえ、本日の小委員会では、再エネ大量導入を図る観点から、大規模な再生可能エネルギーへ
の電源投資に関し、収入・費用の変動リスクが存在する中でも、電源投資を確実に完遂するための制度のあ
り方について御議論いただきたい。
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大規模な再エネ電源投資を確実に完遂するための制度のあり方
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第12回GX実行会議
（2024年8月27日）
資料１より抜粋
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第12回GX実行会議
（2024年8月27日）
資料１より抜粋



⚫ 洋上風力発電については、現在、再エネ海域利用法による公募選定、FIT/FIP制度等により、電源投資を
支援している。こうしたスキーム等により、これまでに5.1GWの案件が形成されたほか、有望区域や準備区域が
多数存在しており、2030年目標（5.7GW）に向けた進展が見られる。

⚫ 他方で、洋上風力発電への電源投資は、以下の点において、他の再エネへの電源投資と異なる特徴を有して
おり、収入・費用の変動リスクに対応し、電源投資を確実なものとしていく必要性が大きい。

① 投資規模が数千億円単位になる点で他の再エネ電源よりも非常に投資額が大きく、総事業期間も⾧期
間（約40年間）となる。

② 海外（米国等）では、コロナ禍、ウクライナ戦争を受けたサプライチェーンの混乱、インフレによる開発費用の
増大等により、大規模な洋上風力プロジェクトからの撤退事例が複数生じている。

③ 洋上風力発電は、我が国の電力供給の一定割合を占めることが見込まれるとともに、国民負担が生じない
ゼロプレミアム入札が現に発生するなど、安価なエネルギー供給に資する電源であることから、再エネ主力電
源に向けた「切り札」であると評価できる。
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洋上風力発電についての対応の必要性



区域名 万kW※１
供給価格※２

(円/kWh) 運開年月 選定事業者構成員

促進
区域

①長崎県五島市沖（浮体） 1.7 36 2026.1 戸田建設、ERE、大阪瓦斯、関西電力、INPEX、中部電力

②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖 49.4 13.26 2028.12 三菱商事洋上風力、三菱商事、C-Tech

③秋田県由利本荘市沖 84.5 11.99 2030.12 三菱商事洋上風力、三菱商事、C-Tech、ウェンティ ジャパン

④千葉県銚子市沖 40.3 16.49 2028.9 三菱商事洋上風力、三菱商事、C-Tech

⑤秋田県八峰町能代市沖 37.5 3 2029.6 ERE、イベルドローラ・リニューアブルズ・ジャパン、東北電力

⑥秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖 31.5 3 2028.6 JERA、電源開発、伊藤忠商事、東北電力

⑦新潟県村上市・胎内市沖 68.4 3 2029.6 三井物産、RWE Offshore Wind Japan 村上胎内、大阪瓦斯

⑧長崎県西海市江島沖 42 22.18 2029.8 住友商事、東京電力リニューアブルパワー

⑨青森県沖日本海(南側) 60

⑩山形県遊佐町沖 45

有望
区域

⑪北海道石狩市沖 91～114

⑫北海道岩宇・ 南後志地区沖 56～71

⑬北海道島牧沖 44～56

⑭北海道檜山沖 91～114

⑮北海道松前沖 25～32

⑯青森県沖日本海（北側） 30

⑰山形県酒田市沖 50

⑱千葉県九十九里沖 40

⑲千葉県いすみ市沖 41

準備
区域

⑳北海道岩宇・ 南後志地区沖(浮体)

㉑北海道島牧沖(浮体)

㉒青森県陸奥湾

㉓岩手県久慈市沖(浮体)

㉔富山県東部沖(着床･浮体)

㉕福井県あわら沖

㉖福岡県響灘沖

㉗佐賀県唐津市沖

＜導入目標＞ 【】内は全電源の電源構成における比率

現状：風力全体4.5GW 【0.9％】
（うち洋上0.01GW）

2030年：風力全体23.6GW 【5%】
（うち洋上5.7GW 【1.8%】）

＜洋上風力案件形成目標＞

2030年 10GW／2040年 30-45GW

＜洋上風力国内調達比率目標（産業界目標）＞

2040年 60％

第1ラウンド公募
事業者選定済
約170万kW

第2ラウンド公募
事業者選定済
約180万kW

第3ラウンド公募
約110万kW

（事業者選定中）

【凡例】
●促進区域（第１ラウンドは黒字）
●有望区域   ●準備区域

⑰山形県酒田市沖

㉓岩手県久慈市沖

㉕福井県あわら市沖

⑯青森県沖日本海（北側）

⑫北海道岩宇・南後志地区沖

⑭北海道檜山沖

⑤秋田県八峰町・能代市沖

⑥秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖

⑨青森県沖日本海（南側）

⑧長崎県西海市江島沖

⑩山形県遊佐町沖

⑦新潟県村上市・胎内市沖

①長崎県五島市沖

④千葉県銚子市沖

③秋田県由利本荘市沖（北側・南側）

②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖

㉔富山県東部沖

㉒青森県陸奥湾

⑬北海道島牧沖

⑪北海道石狩市沖

⑮北海道松前沖

⑲千葉県いすみ市沖

㉖福岡県響灘沖

㉗佐賀県唐津市沖
⑱千葉県九十九里沖

⑳北海道岩宇・南後志地区沖(浮体)

㉑北海道島牧沖(浮体)

※1 容量の記載について、事業者選定後の案件は選定事業者の計画に基づく発電設備出力量。
それ以外は、系統確保容量又は調査事業で算定した当該区域において想定する出力規模。

※2 ①～④についてはFIT制度適用のため調達価格。
     ⑤～⑧はFIP制度適用のため基準価格。
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（参考）再エネ海域利用法における案件形成状況



⚫ 洋上風力発電は、初期投資が数千億規模になるほか、運転維持費も数十億規模。

⚫ 大規模な陸上風力発電や事業用太陽光発電と比べても、事業規模が非常に大きい。
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（参考）洋上風力発電の規模と投資イメージ

洋上風力発電
（35万kW）

資本費 運転維持費

【支出】 【収入】

売電収入

【参考】

陸上風力発電
（３万kW）

【参考】

事業用太陽光発電
（３万kW）

※１ 洋上風力発電は、再エネ海域利用法の第３ラウンド公募の上限価格の諸元を採用。資本費は38.8万円/kW。運転維持費は1.32万円/kW。設備利用率は39.3％。
売電価格は18円/kWhと仮定。

※２ 陸上風力発電は、2024年度の新設50kW以上の価格算定の諸元を採用。資本費は27.1万円/kW。運転維持費は0.93万円/kW。設備利用率は28.0％。
売電価格は14円/kWhと仮定。

※３ 事業用太陽光発電は、2024年度の地上設置50kW以上の価格算定の諸元を採用。資本費は13.85万円/kW（うちシステム費用11.3万円/kW、土地造成費1.2
万円/kW、接続費用1.35万円/kW）。運転維持費は0.5万円/kW/年。設備利用率は18.3％。売電価格は９円/kWhと仮定。

1,358億円 46億円/年 217億円/年

81億円 ３億円/年 10億円/年

42億円 1.5億円/年 4.3億円/年



8

（参考）洋上風力発電の総事業期間 第12回GX実行会議
（2024年8月27日）
資料１より抜粋
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（参考）海外での洋上風力プロジェクトの撤退の例 第12回GX実行会議
（2024年8月27日）
資料１より抜粋



⚫ 再エネ海域利用法の第２ラウンド公募では、４海域のうち３海域において、FIP制度における再エネ賦課金
の国民負担が見込まれない供給価格（ゼロプレミアム水準）を提示した者が選定された。

⚫ ゼロプレミアム水準による入札があった背景には、①事業者の選定に当たり供給価格を重視した評価基準を採
用していること、②国内に、自動車産業、半導体産業、データセンター等の洋上風力発電由来のクリーンな電
気に対する⾧期にわたる旺盛な需要があることが挙げられる。 
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（参考）再エネ海域利用法における「ゼロプレミアム入札」



⚫ 大規模かつ総事業期間が⾧期間にわたる洋上風力発電の電源投資を巡っては、世界的に、収入・費用の変
動等を原因とする事業撤退が相次いでいる。我が国の再エネ主力電源化に向けた「切り札」である洋上風力
発電への電源投資が確実に完遂されるようにするためには、収入・費用の変動に対して強靱な事業組成を促
進することを通じて、事業実施の確実性を高めていくことが重要ではないか。

⚫ 検討に当たっては、次のような視点を踏まえてはどうか。

① 収入・費用の変動に伴うリスクを誰が取るのか。民間事業者による適切なリスク評価・リスク分担をどのよ
うに促進するか。民間事業者のみでは取り切れないリスクに対して、どのように対応するか。

② 収入・費用の変動が発生し得る中、国民負担の抑制を前提としつつ、投資予見性をどう確保するか。

③ 産業競争力強化の観点から、国内サプライチェーンの構築をどう促進するか。

⚫ こうした視点を踏まえながら、今後、洋上風力促進WG・調達価格等算定委員会において、次のような制度的
対応の要否について、具体的に検討を進めることとしてはどうか。

① 再エネ海域利用法の公募において、確実な事業実施を担保する保証金制度のあり方や、民間事業者に
よる伴うリスクへの対応が評価される公募制度の設計

② 収入・費用の変動等に伴うリスク分担のあり方と、それを踏まえたFIP制度の基準価格やIRR（現行の上限価
格の想定IRR：10％）の設定

③ 産業競争力強化等の観点から、事業者選定後の事業計画の柔軟性を確保するための制度の設計
（例：事後的に国内サプライチェーンが構築された場合における国内部品等を活用するための計画変更など）
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今後の検討の方向性（案）
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